
第２ 【事業の状況】 

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行持株会社としての業務の特殊性のため、該当する情報がないの

で記載しておりません。 

  

 該当ありません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

２ 【経営上の重要な契約等】
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当第１四半期連結会計期間の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

なお、本項に記載した将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において判断したものであり、リ

スクと不確実性を内包しているため、今後様々な要因によって変化する可能性がありますので、ご留意く

ださい。 

  

１ 業績の状況 

(1）経済金融環境 

当第１四半期を顧みますと、原油など国際商品市況の高騰を背景に世界的なインフレ懸念が高まる

中、米国では住宅市場の調整の強まりなどを受けて景気の停滞が続き、欧州においても景気回復が緩や

かになる一方で、アジアでは総じて高成長が続きました。わが国におきましては、エネルギー・原材料

価格の上昇や米国向け輸出の鈍化などから、景気の減速感が強まりました。 

金融資本市場におきましては、国内では政策金利が据え置かれ、短期市場金利である無担保コールレ

ート(オーバーナイト物)はほぼ横ばいで推移しました。一方、長期市場金利である新発10年物国債の流

通利回りは、インフレ懸念を映じて期初に比べて大きく上昇しました。円の対米ドル相場は円安方向に

推移し、日経平均株価は前年度末に比べて上昇しました。 

こうした中、金融界におきましては、６月に、わが国金融・資本市場の競争力強化に向けて、銀行・

証券会社間のファイアーウォール規制の見直しなどを盛り込んだ、金融商品取引法等の一部を改正する

法律が成立しました。 

  

(2) 経営成績の分析 

当第１四半期の連結粗利益は、4,719億円と前年同期比92億円の減益となりました。これは株式会社

三井住友銀行において、国際業務部門での貸出金残高の増加や利鞘の改善等により、資金利益が前年同

期比172億円増益となる一方、市場金利の上昇を受け債券ポートフォリオのポジション圧縮を行ったこ

とから、国債等債券損益が前年同期比266億円悪化の302億円の損失となったことが主因であります。 

 営業経費につきましては、成長事業領域強化のためのシステム投資やお客様の利便性向上を目的とし

た拠点・施設拡充のための投資を行ったこと等を主因に、前年同期比351億円増加の2,751億円となりま

した。 

 与信関係費用は、株式会社三井住友銀行における債務者の業況悪化による償却・引当費用の増加や、

前年同期に生じた貸倒引当金の引当率低下に伴う取崩しがないこと等を主因として、前年同期比599億

円増加の1,139億円となりました。 

 以上の結果、連結経常利益は前年同期比1,213億円減益の736億円、特別損益や法人税等調整額等を勘

案した連結四半期純利益は前年同期比615億円減益の580億円となりました。 

 なお、サブプライムローン関連の証券化商品等につきましては42億円の損失処理を行いました。その

結果、当第１四半期連結会計期間末時点におけるサブプライムローン関連の証券化商品等の残高は、償

却・引当控除後で30億円であります。この他、サブプライムローン関連以外の証券化商品等について43

億円の損失処理を、またモノライン保険会社との取引について15億円の損失処理を行いました。 

  

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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当第１四半期連結会計期間における主な項目の分析は、以下のとおりであります。 

  なお、前第１四半期連結会計期間につきましては、監査法人のレビューを受けておりません。 

  

                                                      (金額単位 億円)

 
(注)連結粗利益＝(資金運用収益－資金調達費用)＋信託報酬＋(役務取引等収益－役務取引等費用) 

＋(特定取引収益－特定取引費用)＋(その他業務収益－その他業務費用)  

前第１四半期
連結会計期間 
（参考）

当第１四半期 
連結会計期間

前第１四半期
連結会計期間比 

（参考）

連結粗利益 4,812 4,719 △92

 資金運用収支 2,944 3,301 356

 信託報酬 7 5 △1

 役務取引等収支 1,413 1,346 △67

 特定取引収支 △459 △851 △391

 その他業務収支 906 917 11

営業経費 2,399 2,751 351

不良債権処理額 ① 541 1,142 600

 貸出金償却 103 325 222

 個別貸倒引当金繰入額 439 762 323

 一般貸倒引当金繰入額 △6 11 18

 その他 6 43 37

株式等損益 60 △50 △111

持分法による投資損益 52 14 △37

その他 △33 △53 △19

経常利益 1,950 736 △1,213

特別損益 △8 9 17

 うち減損損失 8 7 △1

 うち償却債権取立益 ② 1 3 1

税金等調整前四半期純利益 1,942 745 △1,196

法人税、住民税及び事業税 221 232 11

法人税等調整額 326 △277 △603

少数株主利益 197 209 12

四半期純利益 1,196 580 △615

与信関係費用 
(＝①－②) 

540 1,139 599
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① 事業の種類別収支 

当第１四半期連結会計期間の資金運用収支は3,301億円、信託報酬は５億円、役務取引等収支は

1,346億円、特定取引収支は△851億円、その他業務収支は917億円となりました。  

事業の種類別セグメント別に見ますと、銀行業セグメントの資金運用収支は2,886億円、信託報

酬は５億円、役務取引等収支は830億円、特定取引収支は△875億円、その他業務収支は819億円と

なりました。 

リース業セグメントの資金運用収支は135億円、信託報酬は０億円、役務取引等収支は５億円、

その他業務収支は92億円となりました。 

その他事業セグメントの資金運用収支は481億円、役務取引等収支は570億円、特定取引収支は23

億円、その他業務収支は313億円となりました。 

  

種類 期別

銀行業 リース業 その他事業
消去又は 
全社(△)

合計

金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)

資金運用収支 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 288,603 13,503 48,167 △ 20,120 330,152

うち資金運用収益 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 518,892 19,872 62,530 △ 53,996 547,299

うち資金調達費用 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 230,289 6,369 14,363 △ 33,875 217,147

信託報酬 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 555 10 ― ― 565

役務取引等収支 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 83,088 568 57,097 △ 6,085 134,668

うち役務取引等 
収益 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 113,876 611 61,702 △ 10,930 165,259

うち役務取引等 
費用 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 30,788 43 4,604 △ 4,845 30,591

特定取引収支 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 △ 87,503 ― 2,327 ― △ 85,176

うち特定取引収益 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 14,192 ― 14,456 △ 21,904 6,744

うち特定取引費用 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 101,696 ― 12,129 △ 21,904 91,921

その他業務収支 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 81,979 9,243 31,330 △ 30,777 91,774

うちその他業務 
収益 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 127,751 69,214 57,736 △ 31,603 223,099

うちその他業務 
費用 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 45,772 59,971 26,406 △ 825 131,324
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(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 銀行業…………銀行業 

(2) リース業………リース業 

(3) その他事業……証券、クレジットカード、投融資、融資、ベンチャーキャピタル、 

システム開発・情報処理業 

３ 金銭の信託に係る収益及び費用を「その他経常収益」「その他経常費用」に計上しておりますので、金銭の

信託運用見合費用(当第１四半期連結会計期間７百万円)を資金調達費用から控除して表示しております。 

４ セグメント間の内部取引は、「消去又は全社(△)」欄に表示しております。 
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② 国内・海外別収支 

当第１四半期連結会計期間の資金運用収支は3,301億円、信託報酬は５億円、役務取引等収支は

1,346億円、特定取引収支は△851億円、その他業務収支は917億円となりました。 

国内・海外別に見ますと、国内の資金運用収支は2,685億円、信託報酬は５億円、役務取引等収

支は1,160億円、特定取引収支は△824億円、その他業務収支は1,029億円となりました。 

海外の資金運用収支は658億円、役務取引等収支は186億円、特定取引収支は△26億円、その他業

務収支は△112億円となりました。 

  

 
(注) １ 「国内」とは、当社、国内銀行連結子会社(海外店を除く。)及びその他の国内連結子会社であります。  

２ 「海外」とは、国内銀行連結子会社の海外店及び在外連結子会社であります。 

３ 金銭の信託に係る収益及び費用を「その他経常収益」「その他経常費用」に計上しておりますので、金銭の

信託運用見合費用(当第１四半期連結会計期間７百万円)を資金調達費用から控除して表示しております。 

４ 「国内」、「海外」間の内部取引は、「消去又は全社(△)」欄に表示しております。 

種類 期別
国内 海外

消去又は 
全社(△)

合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 268,526 65,815 △ 4,188 330,152

うち資金運用収益 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 394,305 172,225 △ 19,231 547,299

うち資金調達費用 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 125,779 106,410 △ 15,042 217,147

信託報酬 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 565 ― ― 565

役務取引等収支 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 116,082 18,660 △ 74 134,668

うち役務取引等 
収益 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 144,556 20,903 △ 200 165,259

うち役務取引等 
費用 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 28,473 2,243 △ 125 30,591

特定取引収支 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 △ 82,496 △ 2,679 ― △ 85,176

うち特定取引収益 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 18,922 9,726 △ 21,904 6,744

うち特定取引費用 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 101,419 12,405 △ 21,904 91,921

その他業務収支 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 102,996 △ 11,291 70 91,774

うちその他業務 
収益 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 214,399 8,727 △ 27 223,099

うちその他業務 
費用 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 111,403 20,019 △ 98 131,324
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(3) 財政状態の分析 

① 貸出金 

貸出金は、株式会社三井住友銀行において、海外で高格付け企業への貸出を積極的に行ったこと

等により、前連結会計年度末比２兆359億円増加して64兆1,807億円となりました。 

                                              (金額単位 億円) 
 

 （注）当社国内銀行子会社の単体計数を単純合算して表示しております。 

  

［ご参考］国内・海外別及び事業の種類別貸出金残高の状況 

○業種別貸出状況（残高・構成比） 

  

 
(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 銀行業…………銀行業 

(2) リース業………リース業 

(3) その他事業……証券、クレジットカード、投融資、融資、ベンチャーキャピタル、 

システム開発・情報処理業 

３ 「国内」とは、当社、国内銀行連結子会社(海外店を除く。)及びその他の国内連結子会社であります。 

４ 「海外」とは、国内銀行連結子会社の海外店及び在外連結子会社であります。 

  

前連結会計年度
当第１四半期 
連結会計期間

前連結会計年度比

貸出金残高(末残) 621,448 641,807 20,359

 うちリスク管理債権 

 うち住宅ローン（注） 

10,927 

         152,277 

11,765 

    153,290 

838 

1,013 

業種別 

平成20年３月31日現在 平成20年６月30日現在 

銀行業 

(百万円)

リース業 

(百万円)

その他事業 

(百万円)

合計 

(百万円)

構成比 

(％)

銀行業 

(百万円)

リース業 

(百万円)

その他事業 

(百万円)

合計 

(百万円)

構成比 

(％)

国内 

(除く特別国際金融取引勘定分) 
52,008,651 30,733 648,056 52,687,441 100.00 52,585,693 6,413 654,280 53,246,388 100.00 

製造業 5,644,211 23,892 27,447 5,695,551 10.81 6,078,772 ― 46,116 6,124,889 11.50 

農業、林業、漁業及び鉱業 145,608 ― 636 146,244 0.28 126,214 ― 466 126,681 0.24 

建設業 1,355,919 ― 4,483 1,360,402 2.58 1,265,909 ― 4,306 1,270,216 2.39 

運輸、情報通信、公益事業 3,052,541 3,024 6,226 3,061,792 5.81 3,065,770 3,024 6,113 3,074,907 5.78 

卸売・小売業 5,316,365 3,817 23,541 5,343,724 10.14 5,261,249 3,389 27,584 5,292,223 9.94 

金融・保険業 4,461,829 ― 7,938 4,469,767 8.48 4,589,292 ― 7,869 4,597,161 8.63 

不動産業 7,592,786 ― 198,183 7,790,969 14.79 7,609,014 ― 188,771 7,797,785 14.65 

各種サービス業 5,846,274 ― 77,816 5,924,091 11.24 5,759,265 ― 73,717 5,832,983 10.95 

地方公共団体 846,982 ― ― 846,982 1.61 794,435 ― ― 794,435 1.49 

その他 17,746,131 ― 301,782 18,047,914 34.26 18,035,770 ― 299,334 18,335,104 34.43 

海外及び特別国際金融取引勘定分 9,159,289 97,392 200,751 9,457,433 100.00 10,768,103 30,627 135,669 10,934,400 100.00 

政府等 32,848 ― ― 32,848 0.35 30,760 ― ― 30,760 0.28 

金融機関 620,995 ― 389 621,385 6.57 824,170 ― 413 824,583 7.54 

商工業 7,575,601 92,291 195,071 7,862,965 83.14 8,854,794 29,555 134,792 9,019,142 82.49 

その他 929,843 5,100 5,289 940,234 9.94 1,058,378 1,072 464 1,059,914 9.69 

合計 61,167,940 128,126 848,807 62,144,874 ― 63,353,796 37,041 789,950 64,180,788 ― 
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［ご参考］金融再生法開示債権の状況（株式会社三井住友銀行単体） 

株式会社三井住友銀行単体の金融再生法開示債権は、前連結会計年度末比757億円増加して

8,796億円となりました。 

これは、一部の債務者の業況悪化による貸出債権の劣化等によるものであります。債権区分別

では、破産更生債権及びこれらに準ずる債権が92億円増加して1,270億円、危険債権が754億円増

加して4,774億円、要管理債権が89億円減少して2,752億円となりました。 

 なお、不良債権比率は1.30％と引き続き低水準を維持しております。 

  

                                              (金額単位 億円) 

 
  

② 有価証券 

有価証券は、金利動向を踏まえたオペレーションにより、短期国債を中心に国債の残高が増加し

たこと等から、前連結会計年度末比１兆8,579億円増加して25兆3,754億円となりました。 

                                              (金額単位 億円) 

 
            （注）「その他の証券」には、外国債券及び外国株式を含んでおります。 

  

        ［ご参考］有価証券等の評価損益（株式会社三井住友銀行単体） 

                                             (金額単位 億円）

平成20年3月末 平成20年6月末 平成20年3月末比

  破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,178 1,270 92

  危険債権 4,020 4,774 754

  要管理債権 2,841 2,752 △89

合計  ① 8,039 8,796 757

  正常債権 639,282 665,382 26,100

総計  ② 647,321 674,178 26,857

不良債権比率 (＝①／②) 1.24％ 1.30％ 0.06％

直接減額実施額 3,338 3,862 524

前連結会計年度
当第１四半期 
連結会計期間

前連結会計年度比

有価証券 235,175 253,754 18,579

 国債 93,399 112,790 19,390

 地方債 4,392 4,351 △41

 社債 38,807 38,302 △505

 株式 37,497 41,066 3,568

  うち時価のあるもの 30,388 33,977 3,589

 その他の証券 61,077 57,243 △3,833

平成20年3月末 平成20年6月末 平成20年3月末比

 満期保有目的の債券 170 △16 △186

 子会社・関連会社株式 10 126 116

 その他有価証券 7,557 9,285 1,728

  うち株式 9,363 12,634 3,271

  うち債券 △1,295 △2,050 △755

 その他の金銭の信託  △0 △0 △0

合計 7,738 9,395 1,657

─ 12 ─



③ 繰延税金資産 

繰延税金資産の計上は、財務の健全性確保の観点から引き続き保守的に行っておりますが、残高

は、前連結会計年度末比58億円増加して9,913億円となりました。 

                                              (金額単位 億円) 

 
  

④ 預金 

預金は、前連結会計年度末比３兆4,034億円増加して76兆941億円となりました。 

                                              (金額単位 億円) 

 
  

⑤ 純資産の部 

純資産の部合計は、５兆2,854億円となりました。 

  

このうち株主資本は、３兆905億円となりました。内訳は、資本金１兆4,208億円、資本剰余金

578億円、利益剰余金１兆7,360億円、自己株式△1,241億円となっております。 

  

また、評価・換算差額等合計は、5,185億円となりました。内訳は、その他有価証券評価差額金

6,688億円、繰延ヘッジ損益△1,064億円、土地再評価差額金350億円、為替換算調整勘定△789億円

となっております。 

  

前連結会計年度
当第１四半期 
連結会計期間

前連結会計年度比

繰延税金資産 9,855 9,913 58

繰延税金負債 520 323 △197

前連結会計年度
当第１四半期 
連結会計期間

前連結会計年度比

預金 

 国内 

 海外 

726,906 

668,476 

58,429 

760,941 

682,579 

78,361 

34,034 

14,102 

19,932 
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２ キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間のキャッシュ・フローは、資金の運用・調達や貸出金・預金の増減等の

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は＋1,086億円、有価証券の取得・売却や有形固定資産の取

得・売却等の「投資活動によるキャッシュ・フロー」は△１兆5,883億円、劣後調達等の「財務活動に

よるキャッシュ・フロー」は△568億円となりました。 

その結果、当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は１兆2,067億円となりまし

た。 

  

３ 対処すべき課題、研究開発活動 

サブプライムローン問題に端を発する金融市場の混乱に加え、国内外で景気の減速懸念が高まる中、

当社グループは、平成20年度を、「不透明・不確実な環境変化に適切に対応しつつ、中期経営計画の実

現に向け着実に前進する年」と位置付け、引き続き、当社グループの持ち味である「先進性」、「スピ

ード」、「提案・解決力」を活かし、中期経営計画で掲げた「成長事業領域の重点的強化」及び「持続

的成長に向けた企業基盤の整備」の２点に取り組んでまいります。 

  

  (1)対処すべき課題 

① 成長事業領域の重点的強化 

(個人向け金融コンサルティングビジネス、支払・決済・コンシューマーファイナンス) 

個人のお客さまにつきましては、まず、株式会社三井住友銀行における金融コンサルティングビジ

ネスの一段の高度化を進めてまいります。具体的には、昨年12月に銀行等による保険販売が全面解禁

されたことを受けて取扱いを開始した終身、定期、医療等の６種類の保険商品、投資信託、個人年金

保険、SMBCフレンド証券株式会社が提供する投資一任契約に基づく資産運用サービス等の商品ライン

アップの一層の充実を図り、引き続き、お客さまの多様化するニーズにお応えしてまいります。ま

た、コンサルタントの増員、研修等を通じたコンサルタントのスキル向上に努めると共に、支店、

SMBCコンサルティングプラザ及びSMBCコンサルティングオフィスといった多様な形態の店舗を積極的

に展開してまいります。 

次に、クレジットカード事業につきましては、本年２月に策定した当社グループの今後のクレジッ

トカード事業戦略に基づき、来年４月を目途に、株式会社セントラルファイナンス、株式会社オーエ

ムシーカード及び株式会社クオークの合併を計画しております。当社グループでは、今後、合併新会

社と三井住友カード株式会社を軸に、グループトータルでのスケールメリットの追求及び提携各社の

強みを活かしたトップラインシナジーの極大化を通じて、「本邦ナンバーワンのクレジットカード事

業体」の実現を目指してまいります。加えて、プロミス株式会社との協働事業につきましても、引き

続き、ローン契約機の増設等を通じて推進し、お客さまのライフスタイルに応じた健全なファイナン

スニーズにお応えしてまいります。 
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(法人向けソリューションビジネス、投資銀行・信託業務) 

法人のお客さまにつきましては、引き続き、お客さまの多様なニーズに的確に応える質の高いソリ

ューション提供に取り組んでまいります。具体的には、株式会社三井住友銀行におきまして、シンジ

ケート・ローン、ストラクチャード・ファイナンス等の多様な資金調達手法や、Ｍ＆Ａを通じた事業

拡大・再編のご提案など、お客さまの経営課題に対するソリューション提供を、法人営業部等の営業

拠点とコーポレート・アドバイザリー本部との協働や、大和証券エスエムビーシー株式会社との連携

を通じて推進してまいります。また、営業拠点とプライベート・アドバイザリー本部との協働を通じ

て、事業承継、職域取引等の個人と法人のお客さまのニーズが重なる分野を強化いたしますと共に、

本年４月に新設いたしましたグローバル・アドバイザリー部を通じて、国内外の拠点の連携を推進

し、お客さまの海外進出や海外における事業展開等に対するソリューション提供を一段と強化してま

いります。加えて、成長企業育成ビジネス、公共法人・地域金融機関取引、環境ビジネスといった成

長分野における取組みにつきましても引き続き推進してまいります。 

リース事業におきましては、当社グループと住友商事グループとの戦略的提携に基づき、昨年10

月、三井住友銀リース株式会社と住商リース株式会社が合併し、三井住友ファイナンス＆リース株式

会社が発足いたしました。今後、銀行系リースと商社系リースのノウハウを結集し、取扱商品の多様

化、差別化を推進することにより、お客さまにとって、より付加価値の高い商品・サービスを提供し

てまいります。また、株式会社日本総研ソリューションズによるシステム構築・運用やＩＴ・セキュ

リティ関連コンサルティング業務等、グループ一体となったソリューション提供につきましても更に

進めてまいります。 

  

(グローバルマーケットにおける特定分野) 

重要市場と位置付けているアジア地域におきましては、本年４月に株式会社三井住友銀行にアジ

ア・大洋州本部を設置し、より地域に密着した機動的な業務運営を進めてまいります。 

 また、昨年来推進しておりますベトナムイグジムバンクとの資本・業務提携や第一商業銀行(台湾)

などアジア各国の地場銀行との戦略的提携を梃子に、アジア地域における事業を一段と強化してまい

ります。 

 更に、本年６月、株式会社三井住友銀行は、英国の大手金融機関であるバークレーズ・ピーエルシ

ーと、同社に対して約５億ポンドの出資を行うこと、及び、今回の出資を機に業務協働することにつ

いて合意いたしました。協働の具体的な内容につきましては、今後検討してまいります。 

 加えて、中東等の成長市場における拠点の増強や、プロジェクトファイナンス、船舶ファイナンス

といった株式会社三井住友銀行が強みを持つ特定プロダクツの強化につきましても、引き続き進めて

まいります。 

  

(自己勘定投資、アセット回転型ビジネス) 

メザニン、エクイティやファンド投資等の自己勘定投資や、貸出等を通じて引き受けたリスクの加

工及び投資家に対する販売を行うアセット回転型ビジネスについては、環境変化に対し柔軟かつ機敏

に対応できる体制を構築し、ビジネス機会を適切に捕捉してまいります。 
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② 持続的成長に向けた企業基盤の整備 

当社グループは、持続的成長を支える企業基盤の整備を一段と進めてまいります。 

コンプライアンスにつきましては、引き続き、国内外を問わず、法令等の遵守を徹底し、磐石の体

制を構築してまいります。また、ＣＳ・品質の向上につきましても、今後とも、お客さまのご意見・

ご要望を活かす体制をより強化してまいります。 

リスク管理につきましては、平成18年度末に導入したバーゼルⅡ(新ＢＩＳ規制)への対応を着実に

進め、一段と高度化してまいりますとともに、株式会社三井住友銀行におきましては、本年４月に設

置した与信モニタリング室を通じて、法人営業拠点に対する支援・指導を実施する等、与信管理体制

の一段の強化を図ってまいります。 

人材マネジメントにつきましても、意欲を持った従業員による、より上位の職務へのチャレンジや

担当職務の拡大を通じて、お客さまにより質の高いサービスを提供できる体制を築いてまいります。

また、当社は、「最高の信頼を得られ世界に通じる金融グループ」を目指し、ニューヨーク証券取

引所への上場を検討してまいります。 

なお、当社は、中期経営計画に基づき、株主の皆さまへの利益還元を強化する観点から、平成20年

度の普通株式１株当たりの配当金を、前年度実績対比で2,000円増加の14,000円（うち、7,000円は中

間配当金）とする予定です。今後も、中期経営計画の着実な進捗に合わせて、株主還元の一層の充実

を積極的に検討してまいります。 

  

当社グループは、今年度、これらの取り組みを通じて中期経営計画達成への歩を進めてまいりますと

共に、お客さま、株主・市場、社会からのご評価を更に高めてまいりたいと考えております。 

  

 （2）研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間の研究開発活動につきましては、当社では行っておりませんが、その他事

業(システム開発・情報処理業)を行う子会社において、業務システムに関する研究開発を行いました。

なお、研究開発費の金額は19百万円であります。 
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